
［成果情報名］中山間地域における「水稲・大麦・大豆」２年３作体系の経済的効果

［要約］集落営農法人に大麦・大豆の不耕起栽培を利用した「水稲・大麦・大豆」２年３

作体系を導入すると、単位面積あたりの建物・農機具費や労働費を削減できる。収入面で

は、大麦は収量比例の「畑作物の所得補償」の影響が大きいため収量の確保が重要となる。
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［背景・ねらい］

土地利用率の向上は、食料自給率向上の重要課題である。しかし中山間地域では、「水

稲・大豆１年１作」慣行体系から「水稲・大麦・大豆２年３作」体系へと移行するには、

大麦の収穫と大豆の播種が適期に遂行されることが課題となっている。近年、土地利用率

の向上に資するため、不耕起播種機（部分耕方式）および不耕起狭畦無中耕無培土栽培が

開発され、梅雨期の圃場でも大豆を短時間で播種できる効果が期待されている。また、こ

の播種機を汎用利用することで、大麦の適期播種と収穫遅延を防止する効果も期待されて

いる。そこで、中山間地域における集落営農法人が大麦・大豆の不耕起栽培（以下、新個

別技術）を利用した「水稲・大麦・大豆２年３作」体系（以下、「新体系」）を導入した

場合の慣行体系に比較した経済的効果を試算する。「新体系」の水稲は収益性の理由から

移植が有利なため、主として移植を前提で試算を行う。

［成果の内容・特徴］

１．本情報は現地実証試験地の実態を反映した経営モデルに基づく試算結果である。事例

である集落営農法人は、40ha の規模であり、中国中山間地域においてはやや大規模で

ある（表１）。「新体系」は 2007 年から 50a～ 1.4haの圃場２筆で試験導入している。

２．経済的効果として「新体系」の純収益は、慣行体系よりも 314 万円向上する。さらに

２毛作化に伴う労働時間の増大によって、構成員の出役労賃も 36 万円増加する。「（参

考）湛直体系」の純収益は慣行体系よりも 278 万円向上する（図１）。

３．経済的効果を費用面からみると、主に建物・農機具費、地代や労働費などが削減され

る。水稲移植→移植で 3.8 千円/10a、大豆で 13.1 千円/10a の削減が、単位面積あたりお

よび全体の純収益向上に寄与する。経営全体では、経済的効果 314 万円のうち 240 万円

が水稲と大豆の費用の削減による効果である（表２上）。また、残りの 74 万円は大麦に

よる収入面の効果である。

４．現在の制度において「新体系」で導入される大麦では総収入に占める「畑作物の所得

補償」の割合が大きい（表２下）。しかし、中国地域の 2006 ～ 2010 年大麦平均収量 191

㎏/10a の場合では経済的効果は計 111 万円にとどまる。従って、収量水準が助成単価に

大きく反映するため、大麦収量確保が重要である（図２）。

［成果の活用面・留意点］

１．2011 年戸別所得補償制度を踏まえて試算しているので、集落営農法人が導入を検討

する際に参考になる。

２．水稲湛直は、将来的に地域の担い手が減少してきた際に必要な技術である。

３．大豆・大麦収量は、現地実証試験圃場の全刈収量であり、このうち「新体系」導入の

経済的効果を左右するのは大麦収量である。中国地域平均に比較して高めであるが、こ

こでは新個別技術を用いて到達できた収量に基づく効果として示した。



［具体的データ］
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  表２　単位面積あたり費用面の効果と各体系の収支
（千円/10a）
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水稲　
移植

大豆
水稲　
移植

大麦 大豆
(参考)　
湛直

総収入① 118.5 125.2 80.9 118.5 60.9 125.2 108.5
　販売収入　　 103.5 30.8 9.3 103.5 9.3 30.8 93.5
 　      畑作物の所得補償 0.0 59.4 36.6 0.0 36.6 59.4 0.0

水田活用の所得補償 １) 15.0 35.0 35.0 15.0 0.0 35.0 15.0
0.0 0.0 0.0 0.0 15.0 0.0 0.0

総支出② 95.7 78.9 66.9 92.0 53.1 65.7 82.1
費用(労賃含)合計 83.7 66.9 54.9 80.0 47.1 59.7 70.1

　支払地代 12.0 12.0 12.0 12.0 6.0 6.0 12.0
22.8 46.3 14.0 26.6 7.8 59.5 26.4
620 320 380 620 380 320 560
167 96 24 167 24 96 167

注:1）この呼称は、主食用水稲の場合には「米の所得補償」となる。
    2）上記の水稲移植は「こいもみじ」の数値である。
   3）費用変化額の（参考）大麦は「水稲・大麦」体系に対する「新体系」の比較である。
   4）「新体系」の大豆は、「慣行体系」に比較して狭畦ではあるが、株間が広がること

    　と、播種量の差も大きくないため収量に有意な差は生じないこととした。 

販売単価（円/㎏）
収　　量（㎏/10a）

純収益①-②

「慣行体系」
(参考)
大麦

種 苗 費

建物・農機具費
労 働 費

本情報での比較体系

肥 料 費
小　　計

２毛作化による　　
変化項目

(参考)
大　麦

２毛作助成

農 薬 費

「慣行体系」→「新体系」の費用変化額

小　　計

建物・農機具費
地　  代

諸材料費
燃 料 費
肥 料 費

費用面の効果合計

「 新 体 系 」

作物・品種

新個別技術によ
る変化項目

水稲　
移植→
移植

(参考)
移植→
湛直

大　豆

単位：時
間・万円

「慣行体系」 「新体系」
　　（参考）　　　
　「湛直体系」

労働時間 5,390 5,630 5,118
出役労賃 809 845 768

　図１　「新体系」導入と純収益向上効果

注：1)（参考）「湛直体系」は、収益性にかかわらず水稲湛直を導入した

　　　場合の試算であり純収益が低下する。収量が移植並み、また、経

　　　営規模を増加させた場合などには純収益増加を伴い選択される。

     2）水稲は１品種の作付を50％以下としている。

     3)シミュレーションには中央農研のXLPを使用。
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図２ 「新体系」導入効果に対する

大麦「畑作物の所得補償」の影響

'11年畑作物の所得

補償（大麦）

〔参考〕'07～'10年の

経営安定対策（ 〃 ）

助成金：

千円/10a

注1)従来('07～'10年)の経営安定対策は面積固定払と成績払の２つがあり、

その合計額を示した。現制度は収量比例助成の割合が大幅に増加した。

2)上記は大麦の10a当たり助成金額である。助成金単価は実証試験地の

値であり、 現地実態に即し1等2等平均単価を使用した。

219㎏

219㎏/10a未満では営農継続支払いが手当てされるため、経営

全体での新体系導入効果の変化も緩やかになり、218㎏では118

万円、191㎏/10a（中国地域平均）でも111万円の効果が残る。

大麦収量：

㎏/10a

 　　   表１  比較する体系と想定する経営

比較体系

作付方式

技　術

水稲　
移植

大豆
水稲　
移植

大麦 大豆

こいもみ
じ・コシ
ヒカリ

サチユ
タカ

こいもみ
じ・コシ
ヒカリ

さやか
ぜ

サチユ
タカ

こいも
みじ

新個別技術
の内容

経営形態
労働力、労賃

経営耕地、転
作率、地代

  主な機械  
装備

販売単価

 収量データ  
 出所

助成金制度
資料：現地実証試験地Ｔ法人の資料および聞き取り調査に基づいた。
注：1)大豆跡に「コシヒカリ」は不作付け。水稲移植において「コシヒカリ」
　　　の作付面積は半数までとした。
　　2)多目的田植機は水稲湛直の播種にも使用できる。
　　3)大豆収量の2010年は顕著な干ばつ被害があったので除いた。

「新体系」

「水稲・大豆」 「水稲・大麦・大豆」２年３作

慣行技術

2011年戸別所得補償制度を使用

 
　
想
定
す
る
経
営
　
 
　
　
　

（
試
算
に
用
い
た
条
件

）

新個別技術 (参考) 
 水稲 
湛直

大麦：不耕起播種機（部分耕方式）、大豆：不耕
起播種機（同上）、不耕起狭畦無中耕無培土

比
較
す
る
体
系

集落営農法人（ぐるみ参加型）

水稲移植：2006～'10年平均（Ｔ法人平均）、水
稲湛直・大麦：'07～'10年平均、大豆’07～’09
年（Ｔ法人内実証試験圃場）

水稲：'08年1等、大麦：'07年１等２等平均、大豆：
'05～'08年2等3等平均

トラクタ２台（42PS、65PS）、田植機１台（6条）、多
目的田植機１台（6条）、不耕起播種機１台、自脱
コンバイン２台（4条）、大豆専用コンバイン１台

40ha、24％、1.2万円/10a

オペレータ10名（出役30名）、1500円/ｈ

品　種

「慣行体系」


